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長岡市立地適正化計画 改定計画書（素案） 補足説明資料 
令和４年１１月１日 
都市整備部都市政策課 

１ 改定のポイント 

今回の改定のポイントは、次の３点です。 

○ 防災指針の追加 

より災害に強いまちづくりを進めるため、第７章に新たに防災指針を追加するとともに、各章

では防災・減災の視点を強化しました。 

○ 中間評価の実施 

計画策定後からの変化を施策に反映するため、現状分析を行い、中間評価を実施しました。 

○ 施策内容の整理 

「安全・安心で、持続可能なコンパクトなまち 長岡」を実現するため、施策区分ごとに取組内

容、実施主体等を把握できるようにまとめました。 

本資料は、改定のポイントを踏まえ、計画書の理解を深めるための補足説明として作成しました。

計画の詳細は素案にてご確認ください。なお、本資料は、パブリックコメントの対象外です。 

２ 第１章～第６章 （素案Ｐ１－１～Ｐ６－１８） 

第１章から第６章までは、防災・減災の視点を追加するとともに、中間評価を踏まえた修正を行

いました。 

改定計画の概要は次のとおりです。現行計画から変更、追加した箇所を下線で示します。 

（１）対象区域 都市計画区域内 

（２）計画期間 平成 29年度～令和８年度（防災指針：令和３年度～令和 12年度） 

（３）都市計画マスタープランの将来都市像（素案Ｐ３－２～３－４） 

「安全・安心で、持続可能なコンパクトなまち 長岡」 

（４）都市拠点と交通ネットワーク（素案Ｐ３－５） 

本市では、人口減少・少子高齢化に対応した、持続可能でコンパクトなまちづくりを進めてお

り、都市計画マスタープランの目指す将来都市像の実現に向けて、都市拠点及び交通ネットワー

クを次のとおり設定し、居住と都市機能の誘導を図ります（図１）。 

○ 都市拠点として、都心地区と地域拠点を位置付け 

○ 都心地区と各地域拠点間を公共交通で接続 

○ 各地域拠点間、各地域拠点と小さな拠点間は公共交通や地域生活交通で接続 

○ 災害時にも拠点機能を補完しあうことができる地域間ネットワークを維持 

（５）本計画における都市づくりの基本方針（素案Ｐ３－６） 

人口減少下でも、「安全・安心で、持続可能なコンパクトなまち 長岡」を実現するため、災害

への備えを強化した市街地には市域や地域を支える都市機能を、歩いて暮らせる生活圏には居住

を維持・誘導し、公共交通で連携するまちづくりを進めます。 

ア 居住誘導の方針（素案Ｐ４－３） 

〇 生活サービスやコミュニティ、歩いて暮らせる生活環境を持続的に確保するため、都市拠

点及びその周辺エリアへ居住を誘導します。 

〇 災害に強く安心して住み続けられる環境を確保するため、安全性を高める取組等が進めら

れた災害リスクの低いエリアへ居住を誘導します。 

〇 公共交通のサービス水準が維持され、過度に自家用車に依存することなく、「都市拠点」へ

アクセスできる利便性が確保された、公共交通の便利なエリアへ居住を誘導します。 

イ 都市機能誘導の方針（素案Ｐ５－２） 

○ 都心地区では、既存ストックを活用しつつ、中越地域全体の活力とにぎわいを創出する広

域かつ高度な都市機能の維持・誘導を図ります。 

○ 地域拠点では、各地域の中心として地域を支える都市機能の維持・誘導を図ります。 

○ このほか、これらの都市拠点では、日常生活に必要な基礎的な都市機能の維持・誘導を図

ります。 

〇 各都市拠点では、防災・減災対策等の安全性を高める取組を進め、災害に強く安心して住

み続けられる環境を確保するために必要な都市機能の維持・誘導を図ります。 

※ 官民連携により、これらの都市機能の維持・誘導を実現します。 

 

 

 

 

 

 

  

図１：都市拠点と交通ネットワークのイメージ 
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イメージ図 
（水害対策の例） 

③被害の軽減・早期復旧
・復興のための対策

（主にソフト対策）
【地域防災計画、復興計画、

ハザードマップなど】

②被害対象を減少させる
ための対策
（ソフト・ハード対策）

【立地適正化計画など】

まちづくりで対応

①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

（主にハード対策）
【国土強靭化計画、

河川整備計画など】

：ソフト対策の取組

ハード整備のレベルを超える
災害に対し、早期避難等のソ
フト対策で人的被害ゼロを目
指す。

※【 】はソフト、ハード対策
を進めるための各計画

イメージ図
（水害対策の例）

【主にソフト対策】 

地域防災計画、 

復興計画、 

ハザードマップなど ※ 

【ポイント】 
・あらゆる関係者の協働により①～③を「総合的・多層的」に取り組む。 
・地域毎、河川毎に①～③の取組内容や整備目標は異なる。 
※外力については、今後、気候変動の影響により増大することに留意が必要である。 
※イメージ図に掲載されているそれぞれの取組がもたらす効果や確実性、整備目標到達までの期間に 
は差異があること、さらには縦軸に示されている外力への効用等も異なることに留意が必要である。 

※ 

（６）まちなか居住区域及び都市機能誘導区域（素案Ｐ６－２～６－３） 

「（５）本計画における都市づくりの基本方針」に基づき、まちなか居住区域及び都市機能誘導

区域を設定しました（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第７章 防災指針 （素案Ｐ７－１～Ｐ７－３７） 

本市では、次の３点を踏まえ、更なる事前防災型のまちづくりを進めることを目的として、防災

指針を策定しました。 

○ これまでの被災で得た教訓を活かすこと 

○ 課題を地域ごとに明確にし、情報共有を図ること 

○ あらゆる関係者との連携により、実効性のある取組を位置づけ、事前防災としての防災まち

づくりを進めること 

（１）防災まちづくりの考え方(素案Ｐ７－２～７－４) 

防災指針による防災まちづくりを進めるため、基本情報の整理及び現状分析を踏まえた防災ま

ちづくりの方向性の検討を行い、各エリア毎の防災まちづくりの方向性及びリスク回避・軽減方

策をとりまとめています（図３）。 

○ 防災まちづくりにおける基本方針 

まちなか居住区域内の被害リスクが高いエリアにおいて、リスク回避・軽減を図るための適切

なハード・ソフト対策をあらゆる関係者との連携により展開し、災害に強く安心して住み続ける

ことができる環境を確保します。 

■防災まちづくりの進め方 

① 各地域で想定される災害ハザードによる被害リスクを分析・評価し、エリア毎の防災ま

ちづくり上の課題としてとりまとめ、関係機関等と情報共有します。 

② まちなか居住区域内の被害リスクが高いエリアにおいて、都市的土地利用を継続する上

で必要となるリスク回避・軽減方策を「災害の発生防止」、「人的被害の最小化」、「建物等

財産被害の最小化」の視点で検討し、エリア毎の取組として位置づけます。 

③ 国土強靭化地域計画や地域防災計画等の関連計画と整合を図るとともに、国・県・市・

民間・NPOなどあらゆる関係者の連携により、実効性のある取組を進め、まちなか居住区域

の安全性を向上させます（図４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図４：防災まちづくりにおける総合的・多層的な取組のイメージ 

図３：防災指針とりまとめフロー 

新規 

出典：「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン」のイメージ図を引用し、作図 
※あらゆる関係者が各々で実施していく取組（氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策、被害
対象を減少させるための対策、被害の軽減・早期復旧・復興のための対策）を横断的に絡め
て「総合的・多層的な取組」として展開することで、効果的に防災まちづくりが進められること
を示す。 

表１：まちなか居住区域面積 

 

図２：まちなか居住区域等 

地域名 面積[ha] 

長岡地域 2,212.1  

（川東） (1,612.9) 

（川西） (599.2) 

中之島地域 74.5 

越路地域 94.9 

三島地域 84.4 

与板地域 110.9 

栃尾地域 132.3 

川口地域 28.4 

合  計 2,737.5 

 

地区名 面積[ha] 

中心市街地・シビックコア地区 252.1 

千秋が原・古正寺地区 101.4 

宮内地区 22.0 

川崎地区 21.3 

中之島地域 25.5 

越路地域 33.5 

三島地域 14.9 

与板地域 17.6 

栃尾地域 39.1 

川口地域 5.1 

合  計 532.5 

 

表２：都市機能誘導区域面積 

 

市 街 化 区 域 等 既に市街地になっている区域や計画的な市街地整備を行っていく区域で、市街化区域と非線引き用途地域を

いいます。 

まちなか居住区域 一定エリアにおいて人口を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう居

住を誘導する区域で、市街化区域等のさらに内側へ設定します。 

都市機能誘導区域 都市機能（医療・社会福祉・商業等）を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約することにより、これらの

各種サービスの効率的な提供を図る区域です。居住誘導区域のさらに内側へ設定します。 

郊 外 居 住 区 域 まちなか居住以外の住居系用途地域を定めている区域のうち、土地区画整理事業や民間事業者の宅地整備等

により都市基盤が整っている区域です。都市再生特別措置法による位置付けのない本市独自の区域です。 
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和島地域（都市計画区域外） 

水害 
（外水） 

・地域中央付近において、河川の浸水リスク

があり、対策が必要 

土砂災害 
・全地域的に土砂災害によるリスクが点在し、

対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

与板地域 

水害 
（外水） 

・地域東側の低地において信濃川、支川

の浸水リスクが高く、対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地において内水による浸水リスクが

あり、対策が必要 

土砂災害 
・地域西側の丘陵地沿いで土砂災害による

リスクが高く、対策が必要 

地震 
・地震による家屋等損壊リスクが高いエリアが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 

長岡地域（川西） 

水害 
（外水） 

・信濃川沿川で浸水リスクが高く、対策が

必要 

水害 
（内水） 

・地域南側の市街地において内水による浸水

リスクがあり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

小国地域（都市計画区域外） 

水害 
（外水） 

・渋海川沿川で浸水リスクがあり、対策が

必要 

土砂災害 
・地域南北に土砂災害リスクが高いエリアが

点在し、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 

越路地域 

水害 
（外水） 

・地域東部及び渋海川沿川の地域で浸水

リスクが高く、対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地の南側で内水による浸水リスクが

あり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

川口地域 

水害 
（外水） 

・地域中央を流れる魚野川による浸水リスク

が高く、対策が必要 

土砂災害 
・地域東側の山間部で土砂災害によるリスク

が高く、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクの 高いエリアが点在するた

め、対策が必要 

 

中之島地域 

水害 
（外水） 

・地域北東側において信濃川、支川の浸水

リスクがあり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

栃尾地域 

水害 
（外水） 

・刈谷田川沿川において浸水リスクがあり、

対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地において内水による浸水リスクが

高く、対策が必要 

土砂災害 
・地域西側に土砂災害リスクが高いエリアが

点在し、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・市街地周辺で雪崩によるリスクが高いエリ

アが存在し、対策が必要 

 

寺泊地域（都市計画区域外） 

水害 
（外水） 

・地域南側において信濃川の浸水リスクが

あり、対策が必要 

土砂災害 
・海沿い地域で急傾斜地等の土砂災害に

よるリスクがあり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

津波 
・海岸線の標高が低い地域で津波による

浸水リスクがあり、対策が必要 

 
三島地域 

水害 
（外水） 

・地域東側の低地部で河川の浸水リスクが

あり、対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地の低地部で、内水による浸水リスク

が高く、対策が必要 

土砂災害 
・地域西側の丘陵地沿いで土砂災害による

リスクが高く、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 
長岡地域（川東） 

水害 
（外水） 

・信濃川沿川で浸水リスクが高いため、対策

が必要 

水害 
（内水） 

・市街地に内水による浸水リスクが高いエリア

が広がり、対策が必要 

土砂災害 
・地域東部に土砂災害によるリスクが点在し、

対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

山古志地域（都市計画区域外） 

土砂災害 
・土砂災害によるリスクが全域に広がっており、

対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 

（２）災害リスク分析・評価（素案Ｐ７－５～７－９） 

防災まちづくりを進めるに当たっては、想定されるハザードによる被害リスクを正しく評価す

る必要があります。 

災害リスク分析・評価は、まず、対象とするハザード（図５）の情報を重ね合わせ、災害の発

生確率をリスクとして考慮し、市域全域（マクロ的な視点）及び各地域のまちなか居住区域（ミ

クロ的な視点）による分析を行います。次に、このリスク分析結果を簡易的に定量評価すること

で、地域別及びエリア別リスクの傾向を明らかにし、防災まちづくり上の課題をとりまとめてい

ます（図６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）防災まちづくりの推進（素案Ｐ７－１０～７－３７） 

災害リスク分析・評価にて明らかとなり整理した「防災まちづくり上の課題」及び「防災・減

災対策の取組方針」を国・県・市・民間のあらゆる関係者と情報共有、連携の上で実施し、取組

の実効性を高めていくことで、「災害に強く安心して住み続けることができる環境」の確保を図り

ます。 

１）防災まちづくり上の課題（素案Ｐ７－１１～７－１９） 

■地域別リスクの傾向（総括）（素案Ｐ７－１１） 

地域別リスクの傾向（総括）は、災害リスク分析・評価により明らかとなった防災まちづく

り上の課題を全市域で俯瞰して地域別にとりまとめたものです（図７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
和島地域（都市計画区域外） 

水害 
（外水） 

・地域中央付近において、河川の浸水リスク

があり、対策が必要 

土砂災害 
・全地域的に土砂災害によるリスクが点在し、

対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

与板地域 

水害 
（外水） 

・地域東側の低地において信濃川、支川

の浸水リスクが高く、対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地において内水による浸水リスクが

あり、対策が必要 

土砂災害 
・地域西側の丘陵地沿いで土砂災害による

リスクが高く、対策が必要 

地震 
・地震による家屋等損壊リスクが高いエリアが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 

長岡地域（川西） 

水害 
（外水） 

・信濃川沿川で浸水リスクが高く、対策が

必要 

水害 
（内水） 

・地域南側の市街地において内水による浸水

リスクがあり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

小国地域（都市計画区域外） 

水害 
（外水） 

・渋海川沿川で浸水リスクがあり、対策が

必要 

土砂災害 
・地域南北に土砂災害リスクが高いエリアが

点在し、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 

越路地域 

水害 
（外水） 

・地域東部及び渋海川沿川の地域で浸水

リスクが高く、対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地の南側で内水による浸水リスクが

あり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

川口地域 

水害 
（外水） 

・地域中央を流れる魚野川による浸水リスク

が高く、対策が必要 

土砂災害 
・地域東側の山間部で土砂災害によるリスク

が高く、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクの 高いエリアが点在するた

め、対策が必要 

 

中之島地域 

水害 
（外水） 

・地域北東側において信濃川、支川の浸水

リスクがあり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

栃尾地域 

水害 
（外水） 

・刈谷田川沿川において浸水リスクがあり、

対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地において内水による浸水リスクが

高く、対策が必要 

土砂災害 
・地域西側に土砂災害リスクが高いエリアが

点在し、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・市街地周辺で雪崩によるリスクが高いエリ

アが存在し、対策が必要 

 

寺泊地域（都市計画区域外） 

水害 
（外水） 

・地域南側において信濃川の浸水リスクが

あり、対策が必要 

土砂災害 
・海沿い地域で急傾斜地等の土砂災害に

よるリスクがあり、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

津波 
・海岸線の標高が低い地域で津波による

浸水リスクがあり、対策が必要 

 
三島地域 

水害 
（外水） 

・地域東側の低地部で河川の浸水リスクが

あり、対策が必要 

水害 
（内水） 

・市街地の低地部で、内水による浸水リスク

が高く、対策が必要 

土砂災害 
・地域西側の丘陵地沿いで土砂災害による

リスクが高く、対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 
長岡地域（川東） 

水害 
（外水） 

・信濃川沿川で浸水リスクが高いため、対策

が必要 

水害 
（内水） 

・市街地に内水による浸水リスクが高いエリア

が広がり、対策が必要 

土砂災害 
・地域東部に土砂災害によるリスクが点在し、

対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

 

山古志地域（都市計画区域外） 

土砂災害 
・土砂災害によるリスクが全域に広がっており、

対策が必要 

地震 
・全地域的に地震による家屋等損壊リスクが

あり、対策が必要 

雪害 
・雪崩によるリスクのあるエリアが点在するため、

対策が必要 

 

図７：地域別リスクの傾向（総括） 

図５：災害リスク分析・評価の対象とするハザード 

地震 水害(外水、内水) 土砂災害 津波 雪害 ため池 

図６：災害リスク分析・評価の進め方（イメージ） 

 

◆ハザード情報 
ハザードの種類、分布状況、発生確率 

◆都市計画情報 
まちなか居住区域、都市機能誘導区域等 

◆脆弱性情報 

要配慮者利用施設や緊急避難場所等の被害

を増大させるおそれのある都市施設等の立地

状況等 

マクロ的な視点による分析 

ミクロ的な視点による分析 

災害の発生確率をリスクとして考慮 
◆災害リスク分析・評価 

各災害に伴う被害リスクをエリアで評価 

・市域全域における被害リスクの傾向及び、各

地域のまちなか居住区域における被害リスク

の傾向を把握 

・人的要素・経済的要素の視点で、各エリアの

被害リスクを「災害の発生確率と被害リスクの

大小との関係」により４区分に定量的評価 

リスク分析結果を簡易的に定量評価 

都市的土地利用影響レベル 

 （人的要素） 
 

（経済的要素） 

 

市民サービス影響レベル 

 

◆暴露情報 
人口及び経済的資産の分布状況 

（各エリアを課題の大きさ順に、赤色・茶色・橙色・黄色の４色で着色） 

情報の重ね合わせ 

 

被害リスクのエリア、リスクの度合い等を示す 

 
被害リスクのある災害種別を示す 

赤枠：特に配慮すべき

災害種別を示す 

地域名を示す 
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■エリア別リスクの傾向【長岡地域（川東）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

必要な対策のまとめ 

・信濃川と栖吉川に挟まれた広範囲

なエリアにおいて水害（外水）に対

する取組が必要。 

・悠久山から長岡駅周辺の範囲内

において水害（内水）に対する取

組が必要。 

404
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Ａ 水害（外水） 

・想定最大規模及び中・低頻度の水害（外水）に伴う被

害リスクが高いエリアが広がっていることから、積極的な情報

発信、避難体制強化等による早期避難のほか、被害軽減

のための河川整備が必要。 

 

そ
の
他 

水害（内水） 

・アンダーパス又は地下駐車場があり、道路冠水等に

伴う交通障害の発生に注意が必要。 

地震 

・地域全体において地震に伴うリスクが存在することか

ら、耐震対策が必要。 

雪害 

・集中豪雪などによる交通障害の発生に注意が必

要。 

 

Ｂ 水害（外水） 

・中・高頻度の水害（外水）に伴う被害リスクが非常に高い

エリアが広がっていることから、河川整備による対策が必要。 

 
Ｃ 水害（外水） 

・高頻度の水害（外水）に伴う被害リスクが非常に高いエリ

アがあることから、河川整備による対策が必要。 

 
Ｄ 水害（内水） 

・高頻度の水害（内水）に伴う被害リスクが高いエリアがある

ことから、排水対策や流出抑制対策が必要。 

 

Ｅ 市民サービス 

・アオーレ長岡や診療所、商業施設など、市民サービスへ大き

な影響を与える施設が、災害の発生頻度の高いエリアに集

中的に立地しているほか、当エリアはインフラ機能も充実して

いることから、対策が特に必要。 

 

※この図は災害の危険度を表したもの

ではない。 
 被害リスクの明示がないエリアにも、災
害に伴う被害リスクは存在することか
ら、危険度についてはハザードマップ等
による確認が必要。 

 

凡例

まちなか居住区域 ( 1,612.9ha )

都市機能誘導区域 ( 295.4ha )

高速道路

国道 ・ 主要地方道 ・ 一般県道

アンダーパス

対策を要する箇所

（各災害種別の色による）

■エリア別リスクの傾向（各地域）（素案Ｐ７－１２～７－１９） 

エリア別リスクの傾向（各地域）は、各地域のまちなか居住区域について、災害リスク分析・

評価の結果を基にリスクの傾向を整理し、エリア別の防災まちづくり上の課題として示したも

のです（図８）。 

災害による被害リスクが高いエリアを災害種別毎にまとめています。被害リスクが明示され

ていないエリアにも、災害に伴う被害リスクが存在するため、危険度はハザードマップ等によ

る確認が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）防災・減災対策の取組方針（素案Ｐ７－２０～７－３７） 

■地域別取組方針（総括）（素案Ｐ７－２０） 

地域別取組方針（総括）は、地域別リスクの傾向（総括）で整理した防災まちづくり上の課

題を踏まえ、都市的土地利用を継続する上で必要なリスク回避・軽減方策を、全市域で俯瞰し

てとりまとめたものです（図９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図８：エリア別リスクの傾向【長岡地域(川東)】 

その他：エリア全体の課題等を示す 

太枠：被害リスク

が非常に高

いエリアを

示す 

 

確率規模、災害種

別、被害リスクの

度合い、課題を示

す 

図示された被害リ

スクエリアを示す 

色  種：災害種別を示す 

緑：水害（外水）、青：水害（内水）等 

表示方法：被害リスクの度合いを示す 

塗りつぶしエリア：非常に高い 

破線エリア：高い 

注意点 
 

特に配慮が必要な

エリアを災害種別

毎に記載 

 

図９：地域別取組方針（総括） 

表３：施策区分と取組例 

施策区分 国、県、市、民間のあらゆる関係者の連携にて実施する取組例 

１ 災害発生を防止するための対策 
河川整備の促進、排水ポンプ場整備、法面工事の促進、土砂災害防止工事
の促進など 

２ 人的被害を最小化するための対策 
下水道施設の耐水化、公共建築物の耐震化、避難場所の整備、住宅の移転
支援など 

３ 建物等財産被害を最小化するための対策 
公共施設や民間施設等の設備の耐水化、旧耐震基準による住宅・施設の耐
震改修支援、誘導区域の見直し、克雪住宅の推進、住宅の移転支援など 

 

 

 

※まちなか居住区域外（都市計画区域外の４地域を含む）での課題に対する防災・減災対策の取組は、都市計画マス

タープラン等の他計画により推進します。 

 

実施する施策区分と主な取組を示す 

 
被害リスクのある災害種別を示す 

赤枠：特に配慮すべき災害種別の取組

を示す 

※課題としてまとめた災害種別と一致 

地域名を示す 
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■エリア別取組方針（各地域）（素案Ｐ７－２１～７－３７） 

エリア別取組方針（各地域）は、エリア別リスクの傾向で整理した防災まちづくり上の課題

を踏まえ、まちなか居住区域を対象エリアとして詳細にとりまとめたものです（図 10）。 

国・県・市・民間のあらゆる関係者にて実施する取組を位置が分かるように記載するととも

に、民間等から実施してもらいたい取組を下線で示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第８章 目標値の設定と施策達成状況の評価方法 （素案Ｐ８－１～Ｐ８－１７） 

（１）目標値の設定（素案Ｐ８－２～８－６） 

立地適正化計画を進めることによるまちづくりの効果を測るため、居住誘導、都市機能誘導、

公共交通、防災・減災対策の評価指標を定めました。 

新たに設定する防災・減災対策は、次のとおり、「安全性が高いエリアに居住する人口の割合」

を評価指標としました（表４）。 

 

災害種別 
【評価指標】 

安全性が高いエリアに居住する人口の割合 

水害 

（外水） 
中・低頻度の洪水浸水想定において、浸水深 0.7m 未満となるエリアの居住人口の割合 

水害 

（内水） 
高頻度の内水浸水想定において、浸水しない（浸水深 0m）エリアの居住人口の割合 

土砂 

災害 

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）外及び土砂災害対策が実施された区域の居住人口

の割合 

地震 
地震被害想定による建物全壊率が 50%未満であるエリア及び同エリア外で建て替えられ

た住宅の居住人口の割合 

 

 

 

 

（２）中間評価（素案Ｐ８－８～８－１７） 

 中間評価（平成 29年度～令和２年度）（表５） 

■居住誘導  ：中間目標は満たしており、計画期末の目標達成に向け取組を継続します。 

■都市機能誘導：機能は維持しているが、新たに誘導する施設の数は未達成。機能更新を進めます。 

■公共交通  ：中間目標は満たしたが、バス系統廃止に対応して地域生活交通で代替が必要です。 

  

表４：防災・減災対策に係る評価内容 

図 10：エリア別取組方針【長岡地域(川東)】(例) 

今後の取組の方向性 

信濃川沿川における水害リスクを軽減するため、信濃川及び太田川を始めとした河川改修工事を継続するほ

か、下水道施設及び公共施設、民間施設の設備等の耐水化を進めていく必要がある。 

 

災害種別を示す 

施策区分を示す 

対策の種類を示す 

具体的な取組

を示す 

（地域全体） 

・エリア全体の取組 

・エリア外の取組のう

ち関係の深い取組 

を示す 
 

共通は災害種別によらない取組を示す 

まちなか居住区域内で特に配慮すべき課題がある

エリアと災害種別、リスク回避・軽減を図るため

の取組等を示す 
 

災害種別毎に着色分けした具体的な取組を示す 

※ 防災指針では、自然災害に対して命を守ることを最優先に、公表されているハザードを踏まえ、

この表に示すエリアを『安全性が高いエリア』と定義します。（この他にもハザードが存在するた

め、安全性を担保するエリアではありません。） 

 

表５：中間評価結果 

項目 評価指標 状況 基準値 目標値 実績値 

居住 
行政区域人口に対するまちなか居住区域の人口割合[％] 達成 49.2 51.2 51.8 

まちなか居住区域の人口密度[人/ha] 達成 50.75 49.50 50.50 

都市
機能 

維持する誘導施設[機能] 達成 67 67 67 

新たに誘導する施設[機能] 未達成 ― 3 0 

 新たな機能誘導はできなかったが、７機能を更新予定（ミライエ長岡、トチオーレなど） 

公共

交通 

都心地区と各地域拠点間を結ぶバス系統及びまちなか居
住区域を通過するバス系統[系統] 

達成 120 120 121 

まちなか居住区域にお住まいの方のﾊﾞｽに対する満足度[％]  達成 22 22 38 

 

（補足④） 

（補足⑤） 

（補足①） 

（補足②） 

（補足③） 

※ 各評価指標 

居住  ：まちなか居住区域の人口の集積度合を計るため指標として採用しました。 

都市機能：都市機能の充実度を計るため都市機能の機能数を指標として採用しました。 

公共交通：交通ネットワークの強度を計るため指標として採用しました。 
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５ 第９章 計画を実現するための施策 （素案Ｐ９－１～Ｐ９－２７） 

計画を実現するための施策として、居住誘導、都市機能誘導、公共交通、まちなか居住区域外、

防災・減災対策について、それぞれ施策の分類を行い、施策の概要と対象者及び実施主体を記載す

ることで、各取組の推進を図ります（図 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 資料編 （素案Ｐ資－１～資－５７） 

資料編には、本編の根拠や補足となる資料などを掲載しました。 

今回の改定では、計画の理解を深める手助けとなるよう、用語集を追加しました。 

 

⑴居住者等への支援 
⑵低未利用地等所有者への活用支援 

⑴集落の維持 
⑵跡地等管理等手法の検討 

⑴民間事業者への立地支援 
⑵市有施設の維持、更新 
⑶にぎわいの創出、起業・創業の支援 
⑴基幹的な公共交通網、地域公共交通 
 の維持、向上 
⑵公共交通利用環境の整備、向上 

⑴災害発生の防止対策 
⑵人的被害の最小化対策 
⑶建物等財産被害の最小化対策 

居住誘導 

都市機能 
誘導 

公共交通 

防災・減災 

まちなか 
居住区域外 

施策 対象 
①まちなか居住区域定住促進事業 
②住宅リフォーム支援事業 
③空き家バンク事業        など 

取組等 

①市街地再開発事業 
②まちなか建物更新等支援事業 
③ながおか便利地図        など 

①信濃川及び支川の整備 
②雨水貯留施設の整備 
③地すべり防止対策        など 

図 12：計画を実現するための施策及び取組等（例） 

■都市機能誘導区域に維持・誘導する施設
備考

中心市街地・
シビックコア
地区

千秋が原・
古正寺地区

宮内
地区

川崎
地区

中之島
地域

越路
地域

三島
地域

与板
地域

栃尾
地域

川口
地域

医療法第4条の2に定める特定機能病院
医療法第4条に定める地域医療支援病院

ー ● ー ー ー ー ー ー ー ー

医療法第1条の5に定める病院 ●◇ ー ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

医療法第1条の5に定める診療所 ●◇ ●◇ ●◇ ◇ ●◇ ●◇ ●◇ ●◇ ●◇ ◇

社会福祉 ※公共施設 ● ー ー ー ー ー ー ー ー ー

子育て支援 ※公共施設 ● ● ー ー □ □ ● □ □ □

食料品取扱店舗を含む商業施設 ● ● ー ー ー ー ー ー ー ー

食料品取扱店舗を含む商業施設 ● ◇ ● ● ー ー ー ー ー ー

食料品取扱店舗を含む商業施設 ● ● ● ● ● ● ◇ ◇ ● ●

金融

銀行法第2条に定める銀行、銀行法施行規
則第8条に定める銀行出張所、信用金庫法
に基づく信用金庫、中小企業等協働組合法
第3条に基づく信用組合、株式会社商工組
合中央金庫法第1条に定める商工組合中央
金庫、日本郵便株式会社法第2条第4項に定
める郵便局

● ● ● ◇ ● ● ● ● ● ●

生涯学習の拠点となる施設 ※公共施設 ●＊ ●＊ ー ー ー ー ー ー ー ー ＊地域住民のための機能も兼ねる

図書館 ※公共施設 ●＊ ●＊ ー ー ー ー ー ー ー ー ＊地域住民のための機能も兼ねる

博物館・美術館 ※公共施設 ●＊ ●＊ ー ー ー ー ー ー ー ー ＊地域住民のための機能も兼ねる

文化会館・ホール ※公共施設 ●＊ ●＊ ー ー ー ー ー ー ー ー ＊地域住民のための機能も兼ねる

生涯学習の拠点となる施設 ※公共施設 ー ー ー ー ☆ ● ● □ ● ●

図書館 ※公共施設 ー ー ー ー ☆ ●＊ ●＊ □ ● ●＊ ＊公民館等の図書室機能

文化会館・ホール ※公共施設 ー ー ー ー ☆ ●＊ ● □ ● ●＊ ＊公民館等のホール機能

健康増進 ※公共施設 ● ー ー ー ☆ ー ● □ ● ー

※公共施設 ● ー ー ー ー ー ー ー ー ー

※公共施設 ー ● ー ー ● ● ● ● ● ●

　　　●誘導施設として維持　　◇新たに機能を誘導　　□既存機能を施設更新時に誘導　　☆既存機能が都市機能誘導区域の近くにあるため誘導施設として位置付けない　　－誘導施設として位置付けない

医療

総合的な医療サービス（二次医療）を受けられる医療機関
（総合病院）

病院

診療所

種別 維持・誘導する機能

体育館

都心地区 地域拠点

行政

市役所本庁舎

支所・行政サービス窓口

高齢者及び障害者支援の拠点となる基幹的施設

子育てに関する相談や活動等の拠点となる基幹的施設

商業

広域型商業施設（ショッピングセンターなど）
※店舗1棟当たりの床面積が10,000㎡超

地域型商業施設（総合スーパーマーケットなど）
※店舗1棟当たりの床面積が3,000㎡超～10,000㎡以下

近隣型商業施設（食料品店、ドラッグストアなど）
※店舗1棟当たりの床面積が500㎡以上～3,000㎡以下

現金の引出・振込・預入が可能な金融機関
（銀行本支店・出張所、郵便局など）

教育・文化

広域から
人が集まる

地域住民の
ための

表７：都市機能誘導区域に維持・誘導する施設 

● 

◇ □ 

区域内に誘導施設が１つ以上ある：６７施設 

区域内に誘導施設が無く、誘導するもの 

誘導施設の種類及び条件 

■都市機能誘導に係る中間評価（補足③） 

■公共交通に係る中間評価 

①都心地区と各地域拠点間を結ぶバス系統及びまちなか居住区域内を通過するバス系統（補足④） 

バス系統一覧表を資料編「資－36」に掲載しました。 

②まちなか居住区域にお住まいの方のバスに対する

満足度（補足⑤） 

高齢者及び移動範囲が広い高校生の利用実態を把

握するため、前回調査から配布方法と配布数を変更

しました。 

変更により、H28 結果と単純比較ができないこと

から、R3アンケート結果を「年齢構成比」及び「地

域構成比」の補正を行い中間評価しました（図 11）。 

中間評価は、全ての分析データが公表されている平成 27年国勢調査に基づき、国立社会保障・人

口問題研究所が将来推計した令和２年の数値で評価をしています。 

 【評価指標】 

行政区域人口に対するまちなか居住区域の人口割合、まちなか居住区域の人口密度 

目標値 まちなか 

居住区域 

面積 

(ha) 

H27国勢調査による推計値 

国立社会保障・人口問題研究所 

まちなか居住区域 
行政区域 

人口（人） 

まちなか居住区域 

人口割合 

（％） 

人口密度 

（人/ha） 

人口 

（人） 

人口割合 

（％） 

人口密度 

（人/ha） 

基準年度 平成 22年度 49.2 50.75 2,740.8 282,674 139,102 49.2 50.75 

 平成 27年度 49.6 49.67 

2,737.5 

275,133 142,039 51.6 51.89 

中間評価年度 令和 2年度 51.2 49.50 266,677 138,232 51.8 50.50 ③ ② ① ① ② 

（補足①） 

行政区域人口に対する              

まちなか居住区域の人口割合 ＝（まちなか居住区域人口）÷（行政区域人口） 

（補足②） 

まちなか居住区域の人口密度     ＝（まちなか居住区域人口）÷（まちなか居住区域面積） 
①

② ③ 

③ 

表６：行政区域人口に対するまちなか居住区域の人口割合及びまちなか居住区域の人口密度 

■居住誘導に係る中間評価（補足①、②） 

拡充 

図 11：アンケート対象者の差異（イメージ） 

追加 


